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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ハブ軸と、
　前記ハブ軸に対して回転可能に前記ハブ軸まわりに設けられる第１部材と、
　前記ハブ軸に対して回転可能に前記ハブ軸まわりに設けられる第２部材と、
　前記第１部材の第１回転方向の回転を前記第２部材に伝達するワンウェイクラッチと、
　前記ハブ軸に対して回転可能に前記ハブ軸まわりに設けられ、前記第２部材に連結され
るハブ体と、
　前記第２部材および前記ハブ体の一方に設けられる凸部と、前記凸部に係合するように
前記第２部材および前記ハブ体の他方に設けられる凹部と、を備え、前記第２部材の回転
を前記ハブ体に伝達する伝達機構と、
　前記ハブ軸の軸方向において前記第２部材の前記ハブ体に対する移動を規制するように
前記伝達機構とは異なる部分に設けられる規制部と、を含み、
　前記ハブ体は、前記規制部と係合する第１係合部を含み、
　前記第１係合部は、前記ハブ軸の軸方向において、前記伝達機構よりも前記第１部材側
に設けられる、人力駆動車用ハブ。
【請求項２】
　前記第１係合部は、前記ハブ軸の径方向において、前記第１部材よりも外側に設けられ
る、請求項１に記載の人力駆動車用ハブ。
【請求項３】
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　ハブ軸と、
　前記ハブ軸に対して回転可能に前記ハブ軸まわりに設けられる第１部材と、
　前記ハブ軸に対して回転可能に前記ハブ軸まわりに設けられる第２部材と、
　前記第１部材の第１回転方向の回転を前記第２部材に伝達するワンウェイクラッチと、
　前記ハブ軸に対して回転可能に前記ハブ軸まわりに設けられ、前記第２部材に連結され
るハブ体と、
　前記第２部材および前記ハブ体の一方に設けられる凸部と、前記凸部に係合するように
前記第２部材および前記ハブ体の他方に設けられる凹部と、を備え、前記第２部材の回転
を前記ハブ体に伝達する伝達機構と、
　前記ハブ軸の軸方向において前記第２部材の前記ハブ体に対する移動を規制するように
前記伝達機構とは異なる部分に設けられる規制部と、を含み、
　前記ハブ体は、前記規制部と係合する第１係合部を含み、
　前記第１係合部は、前記ハブ軸の径方向において、前記第１部材よりも外側に設けられ
る、人力駆動車用ハブ。
【請求項４】
　前記第１係合部は、前記ハブ軸の軸方向において、前記伝達機構よりも前記第１部材側
に設けられる、請求項３に記載の人力駆動車用ハブ。
【請求項５】
　前記ハブ体と前記ハブ軸との間に配置され、前記ハブ軸に対する前記ハブ体の回転によ
って発電する発電機構と、
　１つ以上の前記伝達機構と、を含み、
　前記１つ以上の伝達機構の全ては、前記凸部と、前記凹部と、を含む、請求項１～４の
いずれか一項に記載の人力駆動車用ハブ。
【請求項６】
　ハブ軸と、
　前記ハブ軸に対して回転可能に前記ハブ軸まわりに設けられる第１部材と、
　前記ハブ軸に対して回転可能に前記ハブ軸まわりに設けられる第２部材と、
　前記第１部材の第１回転方向の回転を前記第２部材に伝達するワンウェイクラッチと、
　前記ハブ軸に対して回転可能に前記ハブ軸まわりに設けられ、前記第２部材に連結され
るハブ体と、
　前記ハブ軸の軸方向に延びるように前記第２部材および前記ハブ体の一方に設けられる
凸部と、前記ハブ軸の軸方向に延びて前記凸部に係合するように前記第２部材および前記
ハブ体の他方に設けられる凹部と、を備え、前記第２部材の回転を前記ハブ体に伝達する
１つ以上の伝達機構と、
　前記ハブ体と前記ハブ軸との間に配置され、前記ハブ軸に対する前記ハブ体の回転によ
って発電する発電機構と、を含み、
　前記１つ以上の伝達機構の全ては、前記凸部と、前記凹部と、を含む、人力駆動車用ハ
ブ。
【請求項７】
　前記伝達機構とは異なる部分に設けられ、前記ハブ軸の軸方向において前記第２部材の
前記ハブ体に対する移動を規制する規制部をさらに含み、
　前記ハブ体は、前記規制部と係合する第１係合部を含む、請求項６に記載の人力駆動車
用ハブ。
【請求項８】
　前記第１係合部は、前記ハブ軸の径方向において、前記第１部材よりも外側に設けられ
る、請求項７に記載の人力駆動車用ハブ。
【請求項９】
　前記第１係合部は、前記ハブ軸の軸方向において、前記伝達機構よりも前記第１部材側
に設けられる、請求項７または８に記載の人力駆動車用ハブ。
【請求項１０】
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　前記伝達機構および前記第１係合部は、前記ハブ軸の軸方向において隣り合う、請求項
１～５および７～９のいずれか一項に記載の人力駆動車用ハブ。
【請求項１１】
　前記規制部は、前記第２部材および前記ハブ体に着脱可能に連結される、請求項１～５
および７～１０のいずれか一項に記載の人力駆動車用ハブ。
【請求項１２】
　前記規制部は、前記第１係合部と結合する第２係合部を含む、請求項１～５および７～
１１のいずれか一項に記載の人力駆動車用ハブ。
【請求項１３】
　前記１係合部は、第１ねじ部を含み、
　前記第２係合部は、前記第１ねじ部と結合する第２ねじ部を含む、請求項１２に記載の
人力駆動車用ハブ。
【請求項１４】
　前記規制部は、前記第２ねじ部のねじ込み方向と交差する第１方向に延びる第１部分を
含み、
　前記ハブ体は、前記第１方向に突出する第２部分を含み、
　前記第２部材は、前記第１部分と前記第２部分との間に挟み込まれることによって、前
記第２部材の前記ハブ体に対する前記ハブ軸の軸方向への移動が規制される、請求項１３
に記載の人力駆動車用ハブ。
【請求項１５】
　前記規制部は、前記第２部材および前記ハブ体に取り付けられた状態において工具と係
合可能な工具係合部が設けられる、請求項１～５および７～１４のいずれか一項に記載の
人力駆動車用ハブ。
【請求項１６】
　前記ハブ体は、車輪のスポークが取り付けられるフランジ部を含み、
　前記規制部は、前記ハブ軸の軸方向において、前記フランジ部と少なくとも一部が重な
る、請求項１～５および７～１５のいずれか一項に記載の人力駆動車用ハブ。
【請求項１７】
　前記伝達機構は、前記ハブ軸の軸方向において、前記フランジ部を挟んで前記第１部材
とは反対側に配置される、請求項１６に記載の人力駆動車用ハブ。
【請求項１８】
　前記伝達機構は、前記ハブ軸の径方向において、前記第１部材よりも外側に設けられる
、請求項１～１７のいずれか一項に記載の人力駆動車用ハブ。
【請求項１９】
　前記凸部および前記凹部は、それぞれ周方向に複数設けられる、請求項１～１８のいず
れか一項に記載の人力駆動車用ハブ。
【請求項２０】
　前記凸部および前記凹部は、スプライン嵌合する、請求項１９に記載の人力駆動車用ハ
ブ。
【請求項２１】
　前記凸部は、前記第２部材および前記ハブ体の一方と一体に形成される、請求項１～２
０のいずれか一項に記載の人力駆動車用ハブ。
【請求項２２】
　前記凹部は、前記第２部材および前記ハブ体の他方と一体に形成される、請求項１～２
１のいずれか一項に記載の人力駆動車用ハブ。
【請求項２３】
　前記ハブ体は、前記ハブ軸の軸方向における前記ハブ軸の第１端部側の第１端部と、前
記ハブ軸の第２端部側の第２端部とを含み、前記ハブ体の前記第１端部に開口部が形成さ
れ、
　前記第２部材は、前記開口部を覆う、請求項１～２２のいずれか一項に記載の人力駆動
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車用ハブ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、人力駆動車用ハブに関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えば、特許文献１に開示されている人力駆動車用ハブは、ギア取付部からハブ体まで
の間にワンウェイクラッチが設けられる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００５－７５１０６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明の目的は、回転を好適に伝達できる人力駆動車用ハブを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明の第１側面に従う人力駆動車用ハブは、ハブ軸と、前記ハブ軸に対して回転可能
に前記ハブ軸まわりに設けられる第１部材と、前記ハブ軸に対して回転可能に前記ハブ軸
まわりに設けられる第２部材と、前記第１部材の第１回転方向の回転を前記第２部材に伝
達するワンウェイクラッチと、前記ハブ軸に対して回転可能に前記ハブ軸まわりに設けら
れ、前記第２部材に連結されるハブ体と、前記第２部材および前記ハブ体の一方に設けら
れる凸部と、前記凸部に係合するように前記第２部材および前記ハブ体の他方に設けられ
る凹部と、を備え、前記第２部材の回転を前記ハブ体に伝達する伝達機構と、前記ハブ軸
の軸方向において前記第２部材の前記ハブ体に対する移動を規制するように前記伝達機構
とは異なる部分に設けられる規制部と、を含み、前記ハブ体は、前記規制部と係合する第
１係合部を含み、前記第１係合部は、前記ハブ軸の軸方向において、前記伝達機構よりも
前記第１部材側に設けられる。
　上記第１側面の人力駆動車用ハブによれば、伝達機構によって第２部材からハブ体へ回
転を好適に伝達できる。また、第１係合部が、ハブ軸の軸方向において、伝達機構よりも
第１部材側に設けられるため、第１部材よりも伝達機構側の構造の複雑化を抑制できる。
【０００６】
　前記第１側面に従う第２側面の人力駆動車用ハブにおいて、前記第１係合部は、前記ハ
ブ軸の径方向において、前記第１部材よりも外側に設けられる。
　上記第２側面の人力駆動車用ハブによれば、係合部が、ハブ軸の径方向において、第１
部材よりも外側に設けられるため、第１部材よりも内側の構造の複雑化を抑制できる。
【０００７】
　本発明の第３側面に従う人力駆動車用ハブは、ハブ軸と、前記ハブ軸に対して回転可能
に前記ハブ軸まわりに設けられる第１部材と、前記ハブ軸に対して回転可能に前記ハブ軸
まわりに設けられる第２部材と、前記第１部材の第１回転方向の回転を前記第２部材に伝
達するワンウェイクラッチと、前記ハブ軸に対して回転可能に前記ハブ軸まわりに設けら
れ、前記第２部材に連結されるハブ体と、前記第２部材および前記ハブ体の一方に設けら
れる凸部と、前記凸部に係合するように前記第２部材および前記ハブ体の他方に設けられ
る凹部と、を備え、前記第２部材の回転を前記ハブ体に伝達する伝達機構と、前記ハブ軸
の軸方向において前記第２部材の前記ハブ体に対する移動を規制するように前記伝達機構
とは異なる部分に設けられる規制部と、を含み、前記ハブ体は、前記規制部と係合する第
１係合部を含み、前記第１係合部は、前記ハブ軸の径方向において、前記第１部材よりも
外側に設けられる。
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　上記第３側面の人力駆動車用ハブによれば、伝達機構によって第２部材からハブ体へ回
転を好適に伝達できる。また、第１係合部が、ハブ軸の径方向において、第１部材よりも
外側に設けられるため、第１部材よりも内側の構造の複雑化を抑制できる。
【０００８】
　前記第３側面に従う第４側面の人力駆動車用ハブにおいて、前記第１係合部は、前記ハ
ブ軸の軸方向において、前記伝達機構よりも前記第１部材側に設けられる。
　上記第４側面の人力駆動車用ハブによれば、第１係合部が、ハブ軸の軸方向において、
伝達機構よりも第１部材側に設けられるため、第１部材よりも伝達機構側の構造の複雑化
を抑制できる。
【０００９】
　前記第１～第４側面のいずれか１つに従う第５側面の人力駆動車用ハブにおいて、前記
ハブ体と前記ハブ軸との間に配置され、前記ハブ軸に対する前記ハブ体の回転によって発
電する発電機構と、１つ以上の前記伝達機構と、を含み、前記１つ以上の伝達機構の全て
は、前記凸部と、前記凹部と、を含む。
　上記第５側面の人力駆動車用ハブによれば、第２部材からハブ体までの全ての部材間に
おいて、凸部と凹部とによって回転を好適に伝達できる。凸部と凹部とによって回転を伝
達する場合、ねじによって回転を伝達する場合と比較して、第２部材とハブ体との相対回
転を生じにくくできる。
【００１０】
　本発明の第６側面に従う人力駆動車用ハブは、ハブ軸と、前記ハブ軸に対して回転可能
に前記ハブ軸まわりに設けられる第１部材と、前記ハブ軸に対して回転可能に前記ハブ軸
まわりに設けられる第２部材と、前記第１部材の第１回転方向の回転を前記第２部材に伝
達するワンウェイクラッチと、前記ハブ軸に対して回転可能に前記ハブ軸まわりに設けら
れ、前記第２部材に連結されるハブ体と、前記ハブ軸の軸方向に延びるように前記第２部
材および前記ハブ体の一方に設けられる凸部と、前記ハブ軸の軸方向に延びて前記凸部に
係合するように前記第２部材および前記ハブ体の他方に設けられる凹部と、を備え、前記
第２部材の回転を前記ハブ体に伝達する１つ以上の伝達機構と、前記ハブ体と前記ハブ軸
との間に配置され、前記ハブ軸に対する前記ハブ体の回転によって発電する発電機構と、
を含み、前記１つ以上の伝達機構の全ては、前記凸部と、前記凹部と、を含む。
　上記第６側面の人力駆動車用ハブによれば、第２部材からハブ体までの全ての部材間に
おいて、凸部と凹部とによって回転を好適に伝達できる。
【００１１】
　前記第６側面に従う第７側面の人力駆動車用ハブにおいて、前記伝達機構とは異なる部
分に設けられ、前記ハブ軸の軸方向において前記第２部材の前記ハブ体に対する移動を規
制する規制部をさらに含み、前記ハブ体は、前記規制部と係合する第１係合部を含む。
　上記第７側面の人力駆動車用ハブによれば、第１係合部によって、ハブ軸の軸方向にお
いて第２部材のハブ体に対する移動を好適に規制できる。
【００１２】
　前記第７側面に従う第８側面の人力駆動車用ハブにおいて、前記第１係合部は、前記ハ
ブ軸の径方向において、前記第１部材よりも外側に設けられる。
　上記第８側面の人力駆動車用ハブによれば、第１係合部が、ハブ軸の径方向において、
第１部材よりも外側に設けられるため、第１部材よりも内側の構造の複雑化を抑制できる
。
【００１３】
　前記第７または第８側面に従う第９側面の人力駆動車用ハブにおいて、前記第１係合部
は、前記ハブ軸の軸方向において、前記伝達機構よりも前記第１部材側に設けられる。
　上記第９側面の人力駆動車用ハブによれば、第１係合部が、ハブ軸の軸方向において、
伝達機構よりも第１部材側に設けられるため、第１部材よりも伝達機構側の構造の複雑化
を抑制できる。
【００１４】
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　前記第１～第５および第７～第９側面のいずれか１つに従う第１０側面の人力駆動車用
ハブにおいて、前記伝達機構および前記第１係合部は、前記ハブ軸の軸方向において隣り
合う。
　上記第１０側面の人力駆動車用ハブによれば、ハブ軸の軸方向における第２部材のハブ
体に対する移動を規制部によってより好適に規制できる。
【００１５】
　前記第１～第５および第７～第１０側面のいずれか１つに従う第１１側面の人力駆動車
用ハブにおいて、前記規制部は、前記第２部材および前記ハブ体に着脱可能に連結される
。
　上記第１１側面の人力駆動車用ハブによれば、規制部を取り外すことによって、ハブ軸
の軸方向において、第２部材とハブ体とが相対移動できる。
【００１６】
　前記第１～第５および第７～第１１側面のいずれか１つに従う第１２側面の人力駆動車
用ハブにおいて、前記規制部は、前記第１係合部と結合する第２係合部を含む。
　上記第１２側面の人力駆動車用ハブによれば、第１係合部および第２係合部によって規
制部とハブ体とを好適に係合できる。
【００１７】
　前記第１２側面に従う第１３側面の人力駆動車用ハブにおいて、前記第１係合部は、第
１ねじ部を含み、前記第２係合部は、前記第１ねじ部と結合する第２ねじ部を含む。
　上記第１３側面の人力駆動車用ハブによれば、第１ねじ部および第２ねじ部によって、
規制部とハブ体とを好適に係合できる。
【００１８】
　前記第１３側面に従う第１４側面の人力駆動車用ハブにおいて、前記規制部は、前記第
２ねじ部のねじ込み方向と交差する第１方向に延びる第１部分を含み、前記ハブ体は、前
記第１方向に突出する第２部分を含み、前記第２部材は、前記第１部分と前記第２部分と
の間に挟み込まれることによって、前記第２部材の前記ハブ体に対する前記ハブ軸の軸方
向への移動が規制される。
　上記第１４側面の人力駆動車用ハブによれば、第２部材が規制部の第１部分とハブ体の
第２部分とに挟み込まれることによって、ハブ軸の軸方向における第２部材とハブ体との
相対移動を好適に規制できる。
【００１９】
　前記第１～第５および第７～第１４側面のいずれか１つに従う第１５側面の人力駆動車
用ハブにおいて、前記規制部は、前記第２部材および前記ハブ体に取り付けられた状態に
おいて工具と係合可能な工具係合部が設けられる。
　上記第１５側面の人力駆動車用ハブによれば、工具係合部に工具を係合することによっ
て、規制部による第２部材およびハブ体の移動の規制を解除できる。
【００２０】
　前記第１～第５および第７～第１５側面のいずれか１つに従う第１６側面の人力駆動車
用ハブにおいて、前記ハブ体は、車輪のスポークが取り付けられるフランジ部を含み、前
記規制部は、前記ハブ軸の軸方向において、前記フランジ部と少なくとも一部が重なる。
　上記第１６側面の人力駆動車用ハブによれば、ハブ軸の軸方向において、フランジ部と
少なくとも一部が重なる部分において、ハブ軸の軸方向において第２部材のハブ体に対す
る移動を規制できる。
【００２１】
　前記第１６側面に従う第１７側面の人力駆動車用ハブにおいて、前記伝達機構は、前記
ハブ軸の軸方向において、前記フランジ部を挟んで前記第１部材とは反対側に配置される
。
　上記第１７側面の人力駆動車用ハブによれば、ハブ軸の軸方向において、フランジ部を
挟んで第１部材とは反対側において、第２部材の回転をハブ体に伝達できる。
【００２２】
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　前記第１～第１７側面のいずれか１つに従う第１８側面の人力駆動車用ハブにおいて、
前記伝達機構は、前記ハブ軸の径方向において、前記第１部材よりも外側に設けられる。
　上記第１８側面の人力駆動車用ハブによれば、ハブ軸の径方向において、第１部材より
も内側の構造の複雑化を抑制できる。また、伝達機構がハブ軸の径方向において外側にあ
るほど、伝達機構の凸部および凹部が設けられる部分の径を大きくできるため、第２部材
の回転をハブ体に好適に伝達できる凸部および凹部を形成しやすい。
【００２３】
　前記第１～第１８側面のいずれか１つに従う第１９側面の人力駆動車用ハブにおいて、
前記凸部および前記凹部は、それぞれ周方向に複数設けられる。
　上記第１９側面の人力駆動車用ハブによれば、複数の凸部および複数の凹部によって第
２部材の回転をハブ体に好適に伝達できる。
【００２４】
　前記第１９側面に従う第２０側面の人力駆動車用ハブにおいて、前記凸部および前記凹
部は、スプライン嵌合する。
　上記第２０側面の人力駆動車用ハブによれば、スプライン嵌合によって第２部材の回転
をハブ体に好適に伝達できる。
【００２５】
　前記第１～第２０側面のいずれか１つに従う第２１側面の人力駆動車用ハブにおいて、
前記凸部は、前記第２部材および前記ハブ体の一方と一体に形成される。
　上記第２１側面の人力駆動車用ハブによれば、部品点数の削減に貢献できる。
【００２６】
　前記第１～第２１側面のいずれか１つに従う第２２側面の人力駆動車用ハブにおいて、
前記凹部は、前記第２部材および前記ハブ体の他方と一体に形成される。
　上記第２２側面の人力駆動車用ハブによれば、部品点数の削減に貢献できる。
【００２７】
　前記第１～第２２側面のいずれか１つに従う第２３側面の人力駆動車用ハブにおいて、
前記ハブ体は、前記ハブ軸の軸方向における第１端部に開口部が形成され、前記第２部材
は、前記開口部を覆う。
　上記第２３側面の人力駆動車用ハブによれば、第２部材によってハブ体の内部へ異物が
入り込むことを抑制できる。
【発明の効果】
【００２８】
　本開示の人力駆動車用ハブは、回転を好適に伝達できる。
【図面の簡単な説明】
【００２９】
【図１】実施形態の人力駆動車用ハブの斜視図。
【図２】図１の人力駆動車用ハブの正面図。
【図３】図２のＤ３－Ｄ３線に沿う断面図。
【図４】図１の規制部の斜視図。
【図５】図１の規制部を取り外した状態の人力駆動車用ハブの平面図。
【発明を実施するための形態】
【００３０】
　（実施形態）
　図１～図５を参照して、実施形態の人力駆動車用ハブ１０について説明する。人力駆動
車用ハブ１０は、人力駆動車に設けられる。人力駆動車は、少なくとも人力駆動力によっ
て駆動することができる車である。人力駆動車は、例えば、自転車を含む。人力駆動車は
、車輪の数が限定されず、例えば１輪車および３輪以上の車輪を有する車も含む。人力駆
動車は、例えばマウンテンバイク、ロードバイク、シティバイク、カーゴバイク、および
、リカンベントなど種々の種類の自転車、ならびに、電動アシスト自転車（Ｅ－ｂｉｋｅ
）を含む。以下、実施の形態において、人力駆動車を、自転車として説明する。
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【００３１】
　図１～図３に示されるとおり、人力駆動車用ハブ１０は、ハブ軸１２と、第１部材１４
と、第２部材１６と、ワンウェイクラッチ１８と、ハブ体２０と、伝達機構２２と、規制
部２４と、を含む。第１部材１４は、ハブ軸１２に対して回転可能にハブ軸１２まわりに
設けられる。第２部材１６は、ハブ軸１２に対して回転可能にハブ軸１２まわりに設けら
れる。ワンウェイクラッチ１８は、第１部材１４の第１回転方向Ａ１の回転を第２部材１
６に伝達する。ハブ体２０は、ハブ軸１２に対して回転可能にハブ軸１２まわりに設けら
れ、第２部材１６に連結される。伝達機構２２は、第２部材１６およびハブ体２０の一方
に設けられる凸部２６と、凸部２６に係合するように第２部材１６およびハブ体２０の他
方に設けられる凹部２８と、を備え、第２部材１６の回転をハブ体２０に伝達する。規制
部２４は、ハブ軸１２の軸方向Ｃにおいて第２部材１６のハブ体２０に対する移動を規制
するように伝達機構２２とは異なる部分に設けられる。ハブ体２０は、規制部２４と係合
する第１係合部３０を含む。第１係合部３０は、ハブ軸１２の軸方向Ｃにおいて、伝達機
構２２よりも第１部材１４側に設けられる。
【００３２】
　ハブ軸１２は、例えば、人力駆動車の後輪の車軸を構成する。ハブ軸１２は、人力駆動
車のフレームに支持される。ハブ軸１２は、中空軸であることが好ましい。ハブ軸１２の
軸方向Ｃの第１端部１２Ａおよび第２端部１２Ｂのそれぞれには、ハブ軸１２をフレーム
に取り付けるための取付部１２Ｃが設けられる。各取付部１２Ｃにナットまたはクイック
レリーズ機構が結合されることによって、ハブ軸１２がフレームに取り付けられる。
【００３３】
　第１部材１４の少なくとも一部は、ハブ軸１２の軸方向Ｃにおいて、第２部材１６より
もハブ軸１２の第１端部１２Ａ側に設けられることが好ましい。第１部材１４の少なくと
も一部は、ハブ軸１２の軸方向Ｃにおいて、ハブ体２０よりもハブ軸１２の第１端部１２
Ａ側に設けられることが好ましい。第２部材１６の少なくとも一部は、ハブ軸１２の軸方
向Ｃにおいて、ハブ体２０よりもハブ軸１２の第１端部１２Ａ側に設けられることが好ま
しい。第１部材１４の全体および第２部材１６の全体は、ハブ軸１２の軸方向Ｃにおいて
、ハブ体２０の中央よりもハブ軸１２の第１端部１２Ａ側に設けられることが好ましい。
伝達機構２２および第１係合部３０は、ハブ軸１２の軸方向Ｃにおいて、ハブ体２０より
も第１端部１２Ａ側に設けられることが好ましい。この場合、第１係合部３０は、ハブ軸
１２の軸方向Ｃにおいて、伝達機構２２よりもハブ体２０の中央とは反対側に設けられる
。
【００３４】
　第１部材１４は、円筒形状に形成される。第１部材１４の回転軸心は、ハブ軸１２の回
転軸心と一致する。第１部材１４の外周部１４Ａには、スプロケットを取り付けるための
凸部が設けられる。第１部材１４の外周部１４Ａには、複数のスプロケットが取り付けら
れることが好ましい。第１部材１４のハブ軸１２の軸方向Ｃにおける中間部分と、ハブ軸
１２との間には、第１軸受３２が設けられる。第１軸受３２は、転がり軸受であることが
好ましい。第１軸受３２は、第１部材１４をハブ軸１２に対して回転可能に支持する。
【００３５】
　第２部材１６は、円筒形状に形成される。第２部材１６の回転軸心は、ハブ軸１２の回
転軸心と一致する。第２部材１６は、小径部３４、中間部３６、および、大径部３８を含
む。小径部３４は、円筒形状を有する。大径部３８は、小径部３４よりも内径の大きい円
筒状形状を有する。中間部３６は、小径部３４と大径部３８とを接続する。
【００３６】
　小径部３４は、ハブ軸１２の径方向Ｘにおいて、ハブ軸１２と第１部材１４との間に配
置される。小径部３４と、ハブ軸１２との間には、すべり軸受が設けられることが好まし
い。すべり軸受は、小径部３４をハブ軸１２に対して回転可能に支持する。
【００３７】
　中間部３６は、ハブ軸１２の径方向Ｘに延びる。中間部３６と小径部３４との接続部分
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と、第１部材１４との間には、第２軸受４０が設けられる。第２軸受４０は、転がり軸受
であることが好ましい。第２軸受４０は、第２部材１６を第１部材１４に対して回転可能
に支持する。
【００３８】
　大径部３８の少なくとも一部は、ハブ軸１２の径方向Ｘにおいて、ハブ軸１２とハブ体
２０との間に配置される。大径部３８は、ハブ軸１２の軸方向Ｃにおいてハブ軸１２の第
１端部１２Ａ側の第１端部３８Ａと、ハブ軸１２の軸方向Ｃにおいてハブ軸１２の第２端
部１２Ｂ側の第２端部３８Ｂとを含む。
【００３９】
　ワンウェイクラッチ１８は、第１部材１４と第２部材１６の小径部３４との間に設けら
れる。ワンウェイクラッチ１８は、爪部材４２を含む。爪部材４２は、第１部材１４の内
周部および小径部３４の外周部の一方に設けられ、第１部材１４の内周部および小径部３
４の外周部の他方に設けられる溝４４に係合する。図３の人力駆動車用ハブ１０では、爪
部材４２は、小径部３４の外周部に設けられ、第１部材１４の内周部に設けられる溝４４
に係合する。ワンウェイクラッチ１８は、爪部材４２に溝４４に向かって突出する方向へ
の力を付与する弾性部材をさらに含むことが好ましい。ワンウェイクラッチ１８は、ロー
ラクラッチであってもよい。
【００４０】
　ワンウェイクラッチ１８は、第１部材１４が第１回転方向Ａ１に回転する場合、第１部
材１４の回転を第２部材１６に伝達する。第１回転方向Ａ１は、人力駆動車のクランクに
人力駆動力が入力されて、人力駆動車が前進する場合の第１部材１４の回転方向と対応す
る。ワンウェイクラッチ１８は、スプロケットの回転にともなって第１部材１４が第１回
転方向Ａ１に回転した場合、爪部材４２が溝４４と係合することによって、第１部材１４
の回転を第２部材１６に伝達する。ワンウェイクラッチ１８は、例えば、駆動輪が惰性ま
たは下り坂等において人力駆動車が前進する方向に回転することによってハブ体２０に連
結される第２部材１６の第１回転方向Ａ１における回転速度が第１部材１４の回転速度よ
りも大きくなる場合、爪部材４２が溝４４と係合しないため、第２部材１６の第１部材１
４に対する回転を許容する。このため、第２部材１６の回転は第１部材１４に伝達されな
い。
【００４１】
　ハブ体２０は、ハブ軸１２の軸方向Ｃにおけるハブ軸１２の第１端部１２Ａ側の第１端
部２０Ａと、ハブ軸１２の第２端部１２Ｂ側の第２端部２０Ｂとを含む。第２端部２０Ｂ
とハブ軸１２との間には、第３軸受４６が設けられる。第３軸受４６は、ハブ体２０をハ
ブ軸１２に対して回転可能に支持する。
【００４２】
　ハブ体２０は、車輪のスポークが取り付けられるフランジ部４８を含む。規制部２４は
、ハブ軸１２の軸方向Ｃにおいて、フランジ部４８と少なくとも一部が重なることが好ま
しい。フランジ部４８は、第１フランジ部４８Ａおよび第２フランジ部４８Ｂを含む。第
１フランジ部４８Ａは、ハブ体２０のうちの第１端部２０Ａ側に設けられる。第２フラン
ジ部４８Ｂは、ハブ体２０のうちの第２端部２０Ｂ側に設けられる。各フランジ部４８Ａ
，４８Ｂには、スポークが連結される孔５０が設けられる。規制部２４は、ハブ軸１２の
軸方向Ｃにおいて、第１フランジ部４８Ａと少なくとも一部が重なることが好ましい。
【００４３】
　ハブ体２０は、ハブ軸１２の軸方向Ｃにおける第１端部２０Ａに開口部５２が形成され
る。第２部材１６は、開口部５２を覆う。開口部５２は、ハブ体２０において最大内径と
なる部分に形成される。第２部材１６の大径部３８は、ハブ体２０の内周面に取り付けら
れる。具体的には、第２部材１６の大径部３８の少なくとも一部が、開口部５２に挿入さ
れる。第２部材１６の大径部３８のうちの、開口部５２に挿入された部分に、伝達機構２
２が設けられる。第２部材１６とハブ体２０との間には、シール部材が設けられることが
好ましい。



(10) JP 6978387 B2 2021.12.8

10

20

30

40

50

【００４４】
　凸部２６は、第２部材１６およびハブ体２０の一方と一体に形成されることが好ましい
。凹部２８は、第２部材１６およびハブ体２０の他方と一体に形成されることが好ましい
。一例では、凸部２６は第２部材１６の大径部３８の外周部に形成され、凹部２８は、ハ
ブ体２０の開口部５２付近の内周部に形成される。凸部２６および凹部２８は、それぞれ
周方向に複数設けられることが好ましい。一例では、凸部２６および凹部２８は、スプラ
イン嵌合する。伝達機構２２は、第２部材１６のハブ体２０に対するハブ軸１２の軸方向
Ｃの移動を規制しないことが好ましい。伝達機構２２がねじを含む場合、ねじによる軸力
が大きくなると、第２部材１６をハブ体２０から取り外し難くなる。本実施形態の人力駆
動車用ハブ１０は、第２部材１６とハブ体２０とがスプライン嵌合するため、第２部材１
６をハブ体２０に対してハブ軸１２の軸方向Ｃにスライドさせることによって、第２部材
１６をハブ体２０から容易に取り外すことができる。凸部２６および凹部２８は、セレー
ション嵌合してもよい。また、凸部２６および凹部２８は、それぞれ１つのみ設けられて
もよい。この場合、凸部２６および凹部２８は、それぞれキーとキー溝であってもよい。
【００４５】
　伝達機構２２は、ハブ軸１２の軸方向Ｃにおいて、フランジ部４８を挟んで第１部材１
４とは反対側に配置される。具体的には、伝達機構２２は、ハブ軸１２の軸方向Ｃにおい
て、第１フランジ部４８Ａよりもハブ軸１２の第２端部１２Ｂ側に配置される。伝達機構
２２の全体が、ハブ軸１２の軸方向Ｃにおいて、第１フランジ部４８Ａよりもハブ軸１２
の第２端部１２Ｂ側に配置されることがより好ましい。
【００４６】
　伝達機構２２は、ハブ軸１２の径方向Ｘにおいて、第１部材１４よりも外側に設けられ
る。図５に示されるとおり、第２部材１６のうちの伝達機構２２が設けられる部分の最小
外径Ｌ２１は、第１部材１４の最大外径Ｌ１１よりも大きい。第２部材１６のうちの伝達
機構２２が設けられる部分の最小外径Ｌ２１は、好ましくは４０ｍｍ以上かつ１００ｍｍ
以下であり、より好ましくは６０ｍｍ以上かつ８０ｍｍ以下である。本実施形態では、第
２部材１６のうちの伝達機構２２が設けられる部分の最小外径Ｌ２１は、６８ｍｍである
。また、第２部材１６のうちの伝達機構２２が設けられる部分の最大外径Ｌ２２は、最小
外径Ｌ２１よりも１～３ｍｍ以上大きいことが好ましい。本実施形態では、第２部材１６
のうちの伝達機構２２が設けられる部分の最大外径Ｌ２２は、７０．２ｍｍである。第１
部材１４の最大外径Ｌ１１は、好ましくは、２０ｍｍ以上かつ６０ｍｍ以下であり、より
好ましくは３０ｍｍ以上かつ５０ｍｍ以下である。本実施形態では、第１部材１４の最大
外径Ｌ１１は、３７．３ｍｍである。
【００４７】
　人力駆動車用ハブ１０は、発電機構５４と、１つ以上の伝達機構２２と、を含む。発電
機構５４は、ハブ体２０とハブ軸１２との間に配置され、ハブ軸１２に対するハブ体２０
の回転によって発電する。１つ以上の伝達機構２２の全ては、凸部２６と、凹部２８と、
を含むことが好ましい。人力駆動車用ハブ１０は、好ましくは、１つの伝達機構２２を含
む。人力駆動車用ハブ１０は、ワンウェイクラッチ１８からスポークと係合される部分ま
での間における回転の伝達経路において、複数の部材間で回転を伝達する場合、凸部２６
と凹部２８との係合のみによって回転が伝達されることが好ましい。人力駆動車用ハブ１
０は、ワンウェイクラッチ１８からスポークと係合される部分までの間における回転の伝
達経路において、複数の部材間で回転を伝達する場合、雄ねじおよび雌ねじの係合による
回転の伝達は行われないことが好ましい。
【００４８】
　一例では、発電機構５４は、ハブ体２０の内周部に設けられる磁石５４Ａと、ハブ軸１
２の外周部に設けられる電機子５４Ｂとを含む。電機子５４Ｂは、ヨークおよびコイルを
含む。ハブ体２０および磁石５４Ａが、ハブ軸１２および電機子５４Ｂまわりで回転する
ことによって、電力が発生する。
【００４９】
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　人力駆動車用ハブ１０は、回路部５６をさらに含むことが好ましい。発電機構５４が発
電した電力は、電線を介して回路部５６に供給される。回路部５６は、発電機構５４が発
電した電力を制御する制御部を含むことが好ましい。制御部は、予め定められる制御プロ
グラムを実行する演算処理装置を含む。演算処理装置は、例えばＣＰＵ（Central Proces
sing Unit）またはＭＰＵ（Micro Processing Unit）を含む。制御部は、１または複数の
マイクロコンピュータを含んでいてもよい。制御部は、複数の場所に離れて配置される複
数の演算処理装置を含んでいてもよい。回路部５６は、記憶部をさらに含んでいてもよい
。記憶部には、各種の制御プログラムおよび各種の制御処理に用いられる情報が記憶され
る。記憶部は、例えば不揮発性メモリおよび揮発性メモリを含む。回路部５６は、少なく
とも一部がハブ体２０の内部に設けられる空間に配置されることが好ましい。この場合、
回路部５６は、ハブ軸１２の軸方向Ｃにおいて、発電機構５４と隣り合う位置に設けられ
ることが好ましい。より好ましくは、回路部５６は、ハブ軸１２の軸方向Ｃにおいて、発
電機構５４よりもハブ軸１２の第１端部１２Ａ側に設けられる。回路部５６は、少なくと
も一部が第１部材１４とハブ軸１２との間に設けられる空間に配置されてもよい。回路部
５６は、発電機構５４によって発電された電力を蓄電する蓄電部をさらに含んでいてもよ
い。発電機構５４によって発電された電力は、回路部５６を介して、人力駆動車用ハブ１
０の外部に送電されることが好ましい。この場合、送電のための電線が、ハブ軸１２の内
部に配線されることが好ましい。
【００５０】
　図３および図４に示されるとおり、規制部２４は、円盤形状に形成される。規制部２４
は、第２部材１６およびハブ体２０とは、別体に形成される。規制部２４は、第２部材１
６およびハブ体２０に着脱可能に連結される。
【００５１】
　規制部２４は、ハブ軸１２の径方向Ｘにおいて、第１部材１４よりも外側に設けられる
。規制部２４は、円盤形状に形成される。図３～図５に示されるとおり、規制部２４の最
小内径Ｌ３１は、第１部材１４の最大外径Ｌ１１よりも大きい。規制部２４の最小内径Ｌ
３１は、好ましくは、３０ｍｍ以上かつ９０ｍｍ以下であり、より好ましくは５０ｍｍ以
上かつ７０ｍｍ以下である。本実施形態では、規制部２４の最小内径Ｌ３１は、５７ｍｍ
である。
【００５２】
　第１係合部３０は、ハブ軸１２の径方向Ｘにおいて、第１部材１４よりも外側に設けら
れる。規制部２４は、第１係合部３０と結合する第２係合部６０を含む。第１係合部３０
は、第１ねじ部５８を含む。第２係合部６０は、第１ねじ部５８と結合する第２ねじ部６
２を含む。第１ねじ部５８は、雌ねじを含む。第１ねじ部５８の雌ねじ内径Ｌ２３は、第
２部材１６のうちの伝達機構２２が設けられる部分の最大外径Ｌ２２よりも大きい。雌ね
じ内径Ｌ２３は、好ましくは、４０ｍｍ以上かつ１００ｍｍ以下であり、より好ましくは
６０ｍｍ以上かつ８０ｍｍ以下である。本実施形態では、雌ねじ内径Ｌ２３は、７２ｍｍ
である。第２ねじ部６２は、雄ねじを含む。第２ねじ部６２の外径は、第１ねじ部５８の
雌ねじ内径Ｌ２３に対応する。
【００５３】
　伝達機構２２および第１係合部３０は、ハブ軸１２の軸方向Ｃにおいて隣り合う。規制
部２４は、第２ねじ部６２のねじ込み方向と交差する第１方向に延びる第１部分２４Ａを
含む。ハブ体２０は、第１方向に突出する第２部分２０Ｃを含む。第２部材１６は、第１
部分２４Ａと第２部分２０Ｃとの間に挟み込まれることによって、第２部材１６のハブ体
２０に対するハブ軸１２の軸方向Ｃへの移動が規制される。第２ねじ部６２のねじ込み方
向は、ハブ軸１２の軸方向Ｃと一致することが好ましい。第１方向は、ハブ軸１２の軸方
向Ｃと直交することが好ましい。第１部分２４Ａは、ハブ軸１２の軸方向Ｃにおいて第２
ねじ部６２よりもハブ軸１２の第１端部１２Ａ側に設けられる。
【００５４】
　規制部２４は、第２部材１６およびハブ体２０に取り付けられた状態において工具と係
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合可能な工具係合部６４が設けられる。工具係合部６４は、第１部分２４Ａに設けられる
ことが好ましい。工具係合部６４に係合された工具が作業者によって操作されることによ
って、規制部２４のハブ体２０への取り付けおよびハブ体２０からの取り外しが行われる
。工具係合部６４は、例えば、規制部２４の内周部に設けられる複数の凹部を含む。凹部
と対応する凸部を有する工具が、工具係合部６４に嵌め込まれた状態で回転することによ
って、第２ねじ部６２が第１ねじ部５８にねじ込まれる、または、第２ねじ部６２が第１
ねじ部５８から取り外される。
【００５５】
　第２ねじ部６２が第１ねじ部５８にねじ込まれることによって、規制部２４の第１部分
２４Ａが第２部材１６の大径部３８の第１端部３８Ａに押し付けられ、かつ、第２部材１
６の大径部３８の第２端部３８Ｂが第２部分２０Ｃに押し付けられる。規制部２４の第１
部分２４Ａは、第２部材１６と接触することによって、第２部材１６のハブ軸１２の軸方
向Ｃにおける第１端部１２Ａ側の移動を規制する。ハブ体２０の第２部分２０Ｃは、第２
部材１６と接触することによって、第２部材１６のハブ軸１２の軸方向Ｃにおける第２端
部１２Ｂ側の移動を規制する。
【００５６】
　第２ねじ部６２が第１ねじ部５８から取り外されることによって、規制部２４が第２部
材１６およびハブ体２０から取り外される。規制部２４が第２部材１６およびハブ体２０
から取り外されることによって、第２部材１６のハブ体２０に対するハブ軸１２の軸方向
Ｃへの移動の規制が許容される。第２部材１６をハブ体２０に対してハブ軸１２の軸方向
Ｃに移動させて、ハブ体２０から取り外すことによって、ハブ体２０の内部のメンテナン
スを行うことができる。メンテナンスは、例えば、発電機構５４の交換を含む。第２部材
１６は、第１部材１４およびワンウェイクラッチ１８と一体にハブ体２０から取り外され
るように構成されることが好ましい。
【００５７】
　第２部材をねじによってハブ体に連結する仮想の人力駆動車用ハブは、第２部材の回転
によってねじによる軸力が高くなり、第２部材をハブ体から取り外し難くなるおそれがあ
る。本実施形態の人力駆動車用ハブ１０は、第２部材１６の回転が第１ねじ部５８と第２
ねじ部６２とを介さずに、伝達機構２２を介してハブ体２０に伝達される。このため、第
２部材１６の回転によって第１ねじ部５８と第２ねじ部６２との軸力が高まり難く、第２
部材１６をハブ体２０から容易に取り外せる。
【００５８】
　（変形例）
　実施形態に関する説明は、本発明に従う人力駆動車用ハブが取り得る形態の例示であり
、その形態を制限することを意図していない。本発明に従う人力駆動車用ハブは、例えば
以下に示される実施形態の変形例、および、相互に矛盾しない少なくとも２つの変形例が
組み合わせられた形態を取り得る。以下の変形例において、実施形態の形態と共通する部
分については、実施形態と同一の符号を付してその説明を省略する。
【００５９】
　・伝達機構２２の凸部２６は、第２部材１６と別体に設けられてもよい。この場合、例
えば、凸部２６は、第２部材１６と別体の第１伝達部材に設けられ、第１伝達部材が第２
部材１６の内周部に取り付けられる。第１伝達部材は、圧入によって第２部材１６に固定
されてもよく、スプライン嵌合、セレーション嵌合、または、キーおよびキー溝によって
第２部材１６に取り付けられてもよい。
【００６０】
　・伝達機構２２の凹部２８は、ハブ体２０と別体に設けられてもよい。この場合、例え
ば、凹部２８は、ハブ体２０と別体の第２伝達部材に設けられ、伝達部材が第２部材１６
の内周部に取り付けられる。第２伝達部材は、圧入によってハブ体２０に固定されてもよ
く、スプライン嵌合、セレーション嵌合、または、キーおよびキー溝によってハブ体２０
に取り付けられてもよい。
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【００６１】
　・上記変形例の第２伝達部材は、第１伝達部材であってもよい。この場合、伝達機構２
２の凸部２６は、第２部材１６と別体に設けられ、かつ、伝達機構２２の凹部２８は、ハ
ブ体２０と別体に設けられる。
【００６２】
　・発電機構５４を省略してもよい。この場合、伝達機構２２のうちの少なくとも１つは
、凸部および凹部を有していなくてもよい。例えば、少なくとも１つの伝達機構２２は、
ねじによって結合されて、２つの部材間で第２部材１６の回転をハブ体２０に伝達する。
【００６３】
　・第１係合部３０は、ハブ軸１２の径方向Ｘにおいて、第１部材１４よりも内側に設け
られてもよく、ハブ軸１２の径方向Ｘにおいて、第１部材１４と少なくとも一部が重なる
ように設けられてもよい。
【００６４】
　・第１係合部３０は、ハブ軸１２の軸方向Ｃにおいて、伝達機構２２よりもハブ体２０
側に設けられてもよく、ハブ軸１２の軸方向Ｃにおいて、ハブ体２０と少なくとも一部が
重なるように設けられてもよい。
【符号の説明】
【００６５】
　１０…人力駆動車用ハブ、１２…ハブ軸、１４…第１部材、１６…第２部材、１８…ワ
ンウェイクラッチ、２０…ハブ体、２０Ｃ…第２部分、４８Ａ，４８…フランジ部、５２
…開口部、２２…伝達機構、２４…規制部、２４Ａ…第１部分、２６…凸部、２８…凹部
、３０…第１係合部、５８…第１ねじ部、６０…第２係合部、６２…第２ねじ部、５４…
発電機構、６４…工具係合部。

【図１】 【図２】
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